
長崎県土木部所管建設工事地域力保全型指名競争入札試行要領

平成20年12月24日 20建企第626号

最終改正 平成25年３月18日 24建企第613号

第１ 趣旨

この要領は、長崎県建設工事入札制度合理化対策要綱（昭和 29 年 11 月 20 日制定。以下

「合理化要綱」という。）第２条ただし書きを適用し、長崎県の離島地域における長崎県土

木部が発注する建設工事に係る入札において、管内業者に受注機会を与え、管内業者の経営

の安定及び向上を図り、もって離島地域の安全安心及び雇用の確保に寄与することを目的と

した指名競争入札（以下「地域力保全型指名競争入札」という。）により実施する場合の事

務処理について必要な事項を定める。

第２ 用語の定義

（１） 離島地域

五島振興局管内、上五島支所管内、壱岐振興局管内及び対馬振興局管内をいう。

（２） 建設工事

建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第１項に規定する建設工事をいう。

（３） 営業所

建設業法第３条第１項に定める営業所をいう。

（４） 主たる営業所と同等の営業所

「県内業者の営業所の取り扱いについて」（平成24年 12月 26日付け 24監第 259

号及び24建企第491号）の規定に基づき承認された営業所をいう。

（５） 管内業者

発注機関の管内に主たる営業所がある建設業者をいう。

ただし、主たる営業所と同等の営業所を含む。

（６） 指名競争入札

通常型指名競争入札をいう。

第３ 対象となる建設業者

離島地域において、合理化要綱第５条に基づき、土木一式工事のＡ等級に格付された管内

業者。

ただし、五島振興局及び上五島支所管内では、管内に主たる営業所がある土木一式工事の

Ｂ等級に格付された管内業者も対象とすることができる。

第４ 対象となる基本的工事条件

（１） 長崎県土木部所管の建設工事のうち、五島振興局建設部、上五島支所建設部、壱岐

振興局建設部及び対馬振興局建設部が発注する設計金額 3,500 万円以上 5,000 万円未

満の土木一式工事。

（２） 特殊な技術を要しない建設工事。

（３） 港湾等の海上工事は除く。

第５ 地域力保全型指名競争入札での発注

（１） 対象工事の選定

発注機関の指名審査委員会において、第４に定める基本的工事条件をすべて満たす



建設工事の中から、地域力保全型指名競争入札として適当と認める建設工事を選定す

る。

（２） 発注条件

選定した地域力保全型指名競争入札による工事の発注は、以下の考え方によるもの

とする。

① 指名競争入札によること。

② 指名業者は、対象となる建設業者の中から、発注機関の指名審査委員会において選

定する。

③ 原則としてＡ等級の管内業者のみの入札とすること。ただし、五島振興局及び上五

島支所管内においては、Ａ等級の管内業者にＢ等級の管内業者を加えた入札とするこ

とができる。

④ 「競争参加者の指名数について」（昭和 58年５月 23日付け 58監第 113 号）の規

定にかかわらず、長崎県財務規則（昭和39年長崎県規則第23号）第103条の規定を

満たせばよいこととする。

⑤ 指名業者への通知は、長崎県建設工事執行規則の施行について（昭和49年４月25

日付け 49 監第 187 号）の第２の４の規定によるものとするが、入札執行通知書に別

紙を添付するものとし、また、長崎県の休日を定める条例（平成元年長崎県条例第43

号）第１条第１項に規定する休日を見積期間に算入することができるものとする。さ

らに、建設業法施行令（昭和 31 年政令第 273 号）第６条のただし書きを適用し、見

積期間を５日以内に限り短縮することができるものとする。

⑥ 下請け制限、労働条件の改善等を条件とすること。

（３） 入札参加条件

発注時には、以下の条件を付すものとする。

なお、下請負する場合は、以下の項目を遵守すること。

① 建設工事の品質の確保、安全性の確保、公正な契約の締結の促進及び適切な労働条

件の確保を図るため、下請けは二次までとする。

② 建設工事を落札した建設業者（以下「受注者」という。）は、原則として、管内に

主たる営業所又は主たる営業所と同等の営業所を有する建設業者へ下請負すること。

また、再下請負する場合も同様とする。なお、管内に主たる営業所または主たる営業

所と同等の営業所を有する建設業者では履行できないものがある場合等、やむを得な

い場合については、管外に主たる営業所を有する建設業者に下請負する前に「「県内

下請企業を使用しない理由書」について」（平成 19 年９月 25 日付け 19 建企第 327

号）に規定する様式－４（管内下請企業を使用しない理由書（離島地方機関用））を

監督職員へ提出すること。

③ 受注者は、下請負代金額の総額が建設業法第３条第１項第２号の政令に定める金額

以上となる場合は、特定建設業の許可を有し、かつ監理技術者の建設工事現場への専

任配置ができる者であること。

④ 受注者は、⑤及び⑥の発注条件の履行の確保を図るため、建設工事現場毎に、一次

下請負人及び二次下請負人を指導する責任者（以下「下請負人指導責任者」という。）

を配置し、下請負人指導責任者配置届（様式１）を現場代理人等決定通知書に併せて

契約担任者へ提出すること。ただし、下請負人指導責任者は現場代理人と兼ねること

ができる。

⑤ 受注者は、自社及び下請負人に対して、一括下請負の禁止、建設工事の現場におけ

る専任技術者の設置、適切な下請取引の確保等に係る建設業法の規定を遵守させるこ

と。また、「施工体制チェックリスト」（様式２）、「建設業法令遵守ガイドライン・



チェックリスト」（様式３）により、建設業法令順守状況を点検し、工事が完了した

ときは、監督職員へ「法令遵守状況報告書」（様式４）を提出すること。

⑥ 受注者は、技能労働者の労働条件の改善を図るため、一次下請負人及び二次下請負

人に対し、社会保険・労働保険等への加入について指導すること。

⑦ 受注者は、下請負人に対して建設業退職金共済証紙を適正に交付すること。

⑧ 受注者は、県の前金払い、中間前金払い、部分払い制度及び「工事請負代金債権譲

渡の承諾に係る取扱要領」に基づく工事請負代金の債権譲渡などを積極的に利用する

ことにより、下請負人の資金需要に対し、的確かつ迅速に対応し、請負代金等を巡る

紛争が生じないように努めること。

⑨ 受注者は、下請契約を締結したときは、下請契約の請負代金の額の合計が3,000万

円以下の場合であっても、下請工事着手前に、施工体制台帳の写しを監督員へ提出す

るとともに施工体系図を工事関係者の見やすい場所及び公衆が見やすい場所に掲示

すること。

（４） 県が付した条件の履行確保

監督職員は、「法令遵守状況報告書」（様式４）の提出があった場合は、発注条件

の履行状況を点検するものとし、記載内容に疑義がある場合は、「施工体制チェック

リスト」（様式２）、「建設業法令遵守ガイドライン・チェックリスト」（様式３）

及び根拠資料（下請契約書の写し等）の提出並びに説明を下請負人指導責任者に求め

ることができるものとする。

なお、受注者が、県が付した条件を違反した場合は、工事成績評定の減点を行うも

のとする。さらに、発注機関は、受注者の法令違反等が疑われる場合は、監理課へ通

報を行うものとする。

（５） 入札参加者への通知

入札執行通知書に次の事項を加えて通知する。

① 地域力保全型指名競争入札による旨

② 第５（３）及び（４）に掲げる事項

第６ その他

この要領に定めのないものについては、指名競争入札に係る諸規定を適用するものとす

る。

第７ 試行期間

平成20年12月24日以降平成21年３月31日までに入札執行通知する建設工事に試行する。

平成21年４月１日以降平成22年３月31日までに入札執行通知する建設工事に試行する。

平成21年４月１日以降平成22年３月31日までに入札執行通知する建設工事に試行する。

平成22年４月１日以降に入札執行通知する建設工事から当分の間試行する。

平成25年４月１日以降に入札執行通知する建設工事から当分の間試行する。



（入札執行通知書別紙）

地域力保全型指名競争入札に係る特記事項

本入札は、地域力保全型指名競争入札の適用工事である。入札に際しては、長崎県土木部所管

建設工事地域力保全型指名競争入札試行要領（平成20年12月24日付け20建企第626号）を熟読し、

入札参加条件を理解した上で行うこと。

（以下、長崎県土木部所管建設工事地域力保全型指名競争入札試行要領より抜粋）

●入札参加条件

下請負する場合は、以下の項目を遵守すること。

① 建設工事の品質の確保、安全性の確保、公正な契約の締結の促進及び適切な労働条件の確

保を図るため、下請けは二次までとする。

② 建設工事を落札した建設業者（以下「受注者」という。）は、原則として、管内に主たる

営業所または主たる営業所と同等の営業所を有する建設業者へ下請負すること。また、再下

請負する場合も同様とする。なお、管内に主たる営業所または主たる営業所と同等の営業所

を有する建設業者では履行できないものがある場合等、やむを得ない場合については、管外

に主たる営業所を有する建設業者に下請負する前に「「県内下請企業を使用しない理由書」

について」（平成19年９月25日付け19建企第327号）に規定する様式－４（管内下請企業を

使用しない理由書（離島地方機関用））を監督職員へ提出すること。

③ 受注者は、下請負代金額の総額が建設業法第３条第１項第２号の政令に定める金額以上と

なる場合は、特定建設業の許可を有し、かつ監理技術者の建設工事現場への専任配置ができ

る者であること。

④ 受注者は、⑤及び⑥の発注条件の履行の確保を図るため、建設工事現場毎に、一次下請負

人及び二次下請負人を指導する責任者（以下「下請負人指導責任者」という。）を配置し、

下請負人指導責任者配置届（様式１）を現場代理人等決定通知書に併せて契約担任者へ提出

すること。ただし、下請負人指導責任者は現場代理人と兼ねることができる。

⑤ 受注者は、自社及び下請負人に対して、一括下請負の禁止、建設工事の現場における専任

技術者の設置、適切な下請取引の確保等に係る建設業法の規定を遵守させること。また、「施

工体制チェックリスト」（様式２）、「建設業法令遵守ガイドライン・チェックリスト」（様

式３）により、建設業法令順守状況を点検し、工事が完了したときは、監督職員へ「法令遵

守状況報告書」（様式４）を提出すること。

⑥ 受注者は、技能労働者の労働条件の改善を図るため、一次下請負人及び二次下請負人に対

し、社会保険・労働保険等への加入について指導すること。

⑦ 受注者は、下請負人に対して建設業退職金共済証紙を適正に交付すること。

⑧ 受注者は、県の前金払い、中間前金払い、部分払い制度及び「工事請負代金債権譲渡の承

諾に係る取扱要領」に基づく工事請負代金の債権譲渡などを積極的に利用することにより、

下請負人の資金需要に対し、的確かつ迅速に対応し、請負代金等を巡る紛争が生じないよう

に努めること。

⑨ 受注者は、下請契約を締結したときは、下請契約の請負代金の額の合計が３千万円以下の

場合であっても、下請工事着手前に、施工体制台帳の写しを監督員へ提出するとともに施工

体系図を工事関係者の見やすい場所及び公衆が見やすい場所に掲示すること。

●県が付した条件の履行確保

監督職員は、「法令遵守状況報告書」（様式４）の提出があった場合は、発注条件の履行状

況を点検するものとし、記載内容に疑義がある場合は、「施工体制チェックリスト」（様式２）、

「建設業法令遵守ガイドライン・チェックリスト」（様式３）及び根拠資料（下請契約書の写

し等）の提出並びに説明を下請負人指導責任者に求めることができるものとする。

なお、受注者が、県が付した条件を違反した場合は、工事成績評定の減点を行うものとする。

さらに、発注機関は、受注者の法令違反等が疑われる場合は、監理課へ通報を行うものとする。



（様式１）

下 請 負 人 指 導 責 任 者 配 置 届

平成 年 月 日

契約担任者 様

受注者 住 所
商号又は名称
代表者氏名 印

下記の者を下請負人に対する指導等を行う責任者と定め、下請工事の監理指導をさ
せます。

記

１．工 事 番 号

２．工 事 名

３．工 事 場 所

４．下請負人指導責任者氏名



（様式２）

施工体制チェックリスト

工事番号： 請負金額：

工事名：

受注者：

現場代理人氏名： 印

【県から直接工事を請け負った建設業者の皆様へ】

● 適切な施工の確保は、公共工事の品質確保の前提となるものであるため、本チェックリス

トを活用して適切な是正措置の実施に努めてください。

● 各項目を点検した結果、建設業法に違反する事実が認定される場合は、工事成績評定の減

点及び改善指導等を受けることがあります。

【チェックリスト活用上の注意】

① 県から直接工事を請け負った受注者は、自社及び全ての下請負人の施工体制全般について

点検してください。

② 点検の結果、不適切な事案が発覚した場合には、その内容及び是正指導の対応をコメント

欄に記載してください。

③ 監督職員から提出の要請があった場合は、速やかに応じてください。

チェック項目 内 容 点検結果 コメント

(1) 監理（主任）技術者の専任制

①監理（主任）技術者は、配置予定技術者と

して届け出た技術者である。
Yes No

②下請契約の額が3,000万円以上の場合、監

理技術者を配置している。
Yes No

該当

なし

③工事現場に専任で配置している。 Yes No

１ 受注者の監

理（主任）技

術者の配置状

況

（法第26条）

（法第26条の3）

④夜間工事など監理（主任）技術者不在時の、

連絡体制を整備している。
Yes No

該当

なし

(1) 施工体制台帳

①施工体制台帳を現場に備え付け、かつ、同

一のものを発注機関へ提出している。
Yes No

２ 適切な施工

体制の確保

（法第24条の7）

（規則第14条の

3）

（規則第14条の

4）

（入契法第13条）

②施工体制台帳には、規則第14条の２第１項

に掲げる全ての事項が記載してある。

・特定建設業者が許可を受けた建設業の種類

･建設工事の名称、内容、工期

･発注者との請負契約に関する事項

･発注者の監督員に関する事項

･監理技術者に関する事項

･受注者の現場代理人に関する事項

･監理技術者以外の専門技術者に関する事項

･全ての下請負人に関する事項

･全ての下請負人の下請契約に関する事項

･下請負人を監督する注文者の監督員に関す

る事項

･下請負人の現場代理人に関する事項

Yes No



･下請負人の主任技術者に関する事項

･下請負人の主任技術者以外の専門技術者に

関する事項

･受注者の営業所の名称及び所在地

③施工体制台帳には、県との契約及び一次・

二次下請を含む全ての請負契約書、再下請

負通知書、監理技術者資格者証等の写しが

添付されている。（但し、調査・資材納入

等の業務を除く）

Yes No

(3) 工事現場における標識の掲示

①建設業許可を有する全ての建設業者が、商

号、許可番号、監理（主任）技術者氏名等

を掲示している。

Yes No

②「建設業退職金共済制度適用事業主工事現

場標識」の掲示がされている。
Yes No

③労災保険関係の項目（労災保険番号、労災

保険関係の成立年月日等）が掲示されてい

る。

Yes No

(4) 施工体制

①施工体系図に記載のない業者が作業して

いない。
Yes No

（法第40条）

（入契指針第２

の４(3)ハ）

（労災保健法施

行規則第49条）

②下請負人の中に無許可業者がいる場合、50

0万円以上の下請をさせていない。
Yes No

該当

なし

(1) 受注者に関する事項

①主たる部分を施工している、又は直営施工

金額が受注金額に占める割合が妥当であ

る。

Yes No

②下請負人の中に受注者よりも資本金等が

多い業者がいない。
Yes No

【発注者との協議】

③発注者との打合せ（設計内容の確認、設計

変更の協議等）を主体的に実施している。

Yes No

【住民への説明】

④工事施工に関する具体的内容について具

体的に住民説明を行い、住民等からの苦情

に的確に対応している。

Yes No

【官公庁等への届出】

⑤労働安全衛生法、環境法令等に定められた

官公庁への届出等を行っている。

Yes No

⑥近接工事等との調整を適切に行っている。
Yes No

該当

なし

【施工計画】

⑦施工計画の内容を適切に把握し、設計図と

の照査、施工計画（工程計画、安全計画、

品質管理計画等）の立案を行っている。

Yes No

【工程管理】

⑧工事全体を把握し、工事の手順、段取りを

適切に調整・指導し、工程変更を余儀なく

された場合、適切に対応している。

Yes No

３ 一括下請負

（法第22条）

（法第26条）

⑨災害防止のための臨機の措置を実施して

いる。
Yes No



【出来型・品質管理】

⑩品質確保の体制整備、所定の検査・試験の

実施、検査・試験結果の保存、不具合発生

時の適切な対応を実施している。

Yes No

【完成検査】

⑪下請施工分の完成検査を実施している。
Yes No

【安全管理】

⑫安全確保の体制整備、設備・機械・安全行

動等の点検の実施、労働者の安全教育・下

請業者の安全指導を実施している。

Yes No

【下請業者の施工調整及び指導監督】

⑬施工場所、施工部分、仮設物の使用等につ

いて調整・指導を実施し、施工上の留意点、

技術的内容に係る具体的指導を実施して

いる。

Yes No

(2) 下請負人に関する事項

①下請負人は、主任技術者を設置している。 Yes No

②下請負人の請負金額が2,500万円以上の場

合、下請負人の主任技術者は現場に専任で

配置している。

Yes No

該当

なし

③下請負人の主任技術者は、施工体系図に記

載された主任技術者と同一である。
Yes No

④下請負人の主任技術者は、資格、実務経験

等からして、工事を施工する能力に問題が

ない。

Yes No

⑤下請負人の主任技術者は、下請負人と直

接・恒常的雇用関係がある。
Yes No

※法とは、「建設業法」（昭和24年法律第100号）をさす。

※規則とは、「建設業法施行規則」（昭和24年７月28日建設省令第14号）をさす。

※入契法とは、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」（平成12年法律第127

号）をさす。

※入契指針とは、「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」（平成18

年６月９日付け総務省、財務省及び国土交通省告示第１号）をさす。

※労災保健法施行規則とは、「労働者災害補償保険法施行規則」（昭和39年９月１日付け労働省

令第22号）をさす。



（様式３）

建設業法令遵守ガイドライン・チェックリスト

工事番号： 請負金額：

工事名：

注文者： 下請負人：

点検対象企業名：

下請負人指導責任者： 印

【県から直接工事を請け負った建設業者の皆様へ】

● 「地域力保全工事」の受注者は、自ら建設業法を遵守するほか、下請負人に対して建設業

法その他の法令を遵守させるよう指導することが契約の条件となっています。

● 以下の表は、国土交通省が平成19年６月に策定した「建設業法令遵守ガイドライン」の内

容を一覧表にまとめたものですので、これに従い、自社及び下請負人の法令遵守状況を点検

してください。

● 点検の結果、法令違反の事実が認定された場合、改善指導等を受けることがありますので、

ガイドラインの遵守の徹底を図るよう願います。

【チェックリスト活用上の注意】

① 一次下請契約に係る法令順守状況にあっては、点検対象企業名の欄に一次下請負人名を記

載し、受注者とそれぞれの一次下請負人との間の契約締結の状況等を点検してください。

② 二次下請契約にあっては、点検対象企業名の欄に二次下請負人名を記載し、一次下請負人

と二次下請負人との間の契約締結状況等を点検してください。

③ 「10 帳簿の備付け及び保存」及び「11 社会保険・労働保険等」は、点検対象企業の欄

に記載した企業の状況について点検してください。

③ 点検の結果、不適切な事案が発覚した場合には、その内容及び是正指導の対応をコメント

欄に記載してください。

④ 監督職員から提出の要請があった場合は、速やかに応じてください。

チェック項目 内 容 点検結果 コメント

(1) 見積に際し、下請契約の具体的内容を提示

している

①工事名称 Yes No

②施工場所 Yes No

③設計図書（数量等を含む） Yes No

④下請工事の責任施工範囲 Yes No

⑤下請工事の工程及び下請け工事を含む工

事の全体工程
Yes No

⑥見積条件及び他工種との関係部位、特殊部

分に関する事項
Yes No

⑦施工環境、施工制約に関する事項 Yes No

⑧材料費、産業廃棄物処理等に係る元請下請

間の費用負担区分
Yes No

(2) 下請契約の内容を書面で提示し、作業内容

を明確にしている。
Yes No

１ 見積条件の

提示

（法第20条第3

項）

①見積依頼を書面で行っている Yes No



②「施工条件・範囲リスト」（建設生産シス

テム合理化推進協議会作成）の活用によ

り、作業内容を明確化して見積依頼してい

る

Yes No

(3) 予定価格により一定の見積期間を設けて

いる

（注）やむを得ない事情があるときは、②、

③の期間は、５日以内に限り短縮する

ことができる。

Yes No

①下請工事の予定価格500万円未満にあって

は、１日以上
Yes No

該当

なし

②下請工事の予定価格5,000万円未満にあっ

ては、10日以上
Yes No

該当

なし

②下請工事の予定価格5,000万円以上にあっ

ては、15日以上
Yes No

該当

なし

(1) 工事着手前に契約書又は注文書・請書を交

わしている

①工事内容
Yes No

該当

なし

②請負代金の額
Yes No

該当

なし

③工事の着手時期及び工事完成の時期
Yes No

該当

なし

④前金払又は出来高部分払の定めをすると

きは、その支払の時期及び方法
Yes No

該当

なし

⑤設計変更、工事着手の時期、工事の全部若

しくは一部の中止の申し出があった場合

における工期の変更、請負代金の額の変更

又は損害の負担及びそれらの額の算定方

法

Yes No
該当

なし

⑥天災その他不可抗力による工期の変更又

は損害の負担及びその額の算定方法
Yes No

該当

なし

⑦価格等の変動若しくはその変更に基づく

請負代金の額又は講じない陽の変更
Yes No

該当

なし

⑧工事の施工により第三者が損害を受けた

場合の賠償金の負担
Yes No

該当

なし

⑨注文者が工事に使用する資材提供又は建

設機械等を貸与する場合の内容及び方法
Yes No

該当

なし

⑩工事の全部又は一部の完成を確認するた

めの検査の時期、方法並びに引渡の時期
Yes No

該当

なし

⑪工事完成後における請負代金の支払の時

期及び方法
Yes No

該当

なし

⑫工事目的物の瑕疵担保責任又は保証保険

契約の締結その他の措置に関する定め
Yes No

該当

なし

⑬履行の遅滞その他債務の不履行の場合に

おける遅延利息、違約金その他賠償金
Yes No

該当

なし

⑭契約に関する紛争解決方法
Yes No

該当

なし

(3) 基本契約書＋注文書・請書により請負契約

を締結している場合

２ 書面による

契約

2-1 当初契約

（法第18条）

（法第19条第1

項）

（法第19条の3）

①基本契約書は、上記(2)④～⑭に掲げる事
Yes No 該当



項が記載され、当事者双方の署名又は記名

押印を行っている

なし

②注文書・請書には、上記(2)①～③に掲げ

る事項が記載されている
Yes No

該当

なし

③注文書・請書には、注文書・請書記載事項

以外は基本契約書の定めによることが記

載されている

Yes No
該当

なし

④注文書には注文者が、請書には受注者がそ

れぞれ署名又は記名押印している
Yes No

該当

なし

(4) 注文書・請書の交換のみによる場合

①注文書・請書双方に、同一内容の契約約款

が添付又は印刷されている
Yes No

該当

なし

②契約約款には、上記(2)④～⑭までの事項

が記載されている
Yes No

該当

なし

③注文書・請書と契約約款が複数枚に渡る場

合は、割印が押されている
Yes No

該当

なし

④注文書・請書には、上記(2)①～③に掲げ

る事項が記載されている
Yes No

該当

なし

⑤注文書・請書には、注文書・請書記載事項

以外は契約約款の定めるによることが記

載されている

Yes No
該当

なし

⑥注文書には注文者が、請書には受注者がそ

れぞれ署名又は記名押印している
Yes No

該当

なし

(5) 書面契約に代えて、電子契約によっている
Yes No

該当

なし

(6) 建設工事標準下請契約約款又はこれに準

拠した内容の契約書により契約している
Yes No

(7) 建設工事標準下請契約約款に比較して、下

請負人に一方的に義務を課すものや、受注者

の裁量の範囲が大きなものとなっていない

Yes No

(8) 一定規模以上の解体工事の場合は、次の①

～④の事項が契約書面に記載されている

（※）「一定規模以上」とは、

・床面積80㎡以上の建築物の解体工事

・床面積500㎡以上の建築物の新増築工事

・請負額１億円以上の新築工事

・請負額500万円以上の建築物以外の解体・

新築工事

①分別解体等の方法
Yes No

該当

なし

②解体工事に要する費用
Yes No

該当

なし

③再資源化等をするための施設の名称、所在

地
Yes No

該当

なし

④再資源化等に要する費用
Yes No

該当

なし

(1) 追加工事が発生している場合、変更契約を

行っている
Yes No

該当

なし

(2) 追加工事等の着工前に書面による契約変

更を行っている
Yes No

該当

なし

2-2 追加・変更

契約

（法第19条第2

項）

（法第19条の3） (3) 追加工事の都度、変更契約を締結できない
Yes No 該当



場合（例：追加工事の全体数量等が確定困難）

は、追加工事着工前に、以下の事項を記載し

た書面を下請負人と交わし、全体数量等の確

定次第、変更契約を行っている

・追加工事の具体的作業内容

・契約変更を行う時期

・追加工事等に係る契約単価の額

なし

(4) 追加工事の費用を下請負人に負担させて

いない
Yes No

該当

なし

(1) 工期変更にかかる工事の着工前に書面に

よる契約変更を行っている
Yes No

該当

なし

(2) 追加工事等の内容及び変更後の工期が直

ちに確定できない場合は、工期を変更する必

要があると認めた時点で工期の変更が契約

変更等の対象となること及び契約変更等を

行う時期を記載した書面を取り交わしてお

り、変更後の工期が確定した時点で契約変更

等の手続きを行っている

Yes No
該当

なし

(3) 下請負人に責のない工期変更は、契約変更

を行っている
Yes No

該当

なし

2-3 工期変更

に伴う変更契

約

（法第19条第2

項）

（法第19条の3）

(4) 下請負人に責のない工期変更による費用

を下請負人に負担させていない
Yes No

該当

なし

(1) 以下の①～④に掲げる「不当に低い請負代

金」に該当する事態が発生していないこと

①受注者が、自らの予算額のみを基準とし

て、下請負人との協議を行うことなく、下

請負人による見積額を大幅に下回る額で

下請契約を締結していない

Yes No

②受注者が、契約を締結しない場合には今後

の取引において不利な取扱をする可能性

があることを示唆して、下請負人との従来

の取引価格を大幅に下回る額で、下請契約

を締結していない

Yes No

③受注者が、下請代金の増額に応じることな

く、下請負人に対し追加工事を施工させて

いない

Yes No
該当

なし

３ 不当に低い

請負代金

（法第19条第2

項）

（法第19条の3）

④受注者が、契約後に、取り決めた代金を一

方的に減額していない
Yes No

(1) 以下の①～④に掲げる「指値発注」に該当

する事態が発生していないこと

①受注者は、自らの予算額のみを基準とし

て、一方的に下請代金の額を決定し、その

額で下請契約を締結していない

Yes No

②受注者が合理的根拠がなく、下請負人によ

る見積額を著しく下回る額で下請代金の

額を一方的に決定し、その額で下請契約を

締結していない

Yes No

４ 指値発注

（法第18条）

（法第19条第1

項）

（法第19条の3）

（法第20条第3

項）

③下請代金の額に関する合意が得られてい

ない段階で、下請負人に工事に着手させ、

工事の施工途中又は工事終了後に受注者

が下請負人との協議に応じることなく下

Yes No



請代金の額を一方的に決定し、その額で下

請契約を締結していない

④受注者が、下請負人の見積期間を設けるこ

となく、自らの予算額を下請負人に提示

し、下請契約締結の判断をその場で行わ

せ、その額で下請契約を締結していない

Yes No

(1) 以下の①～②に掲げる「不当な使用材料等

の購入強制」に該当する事態が発生していな

いこと

①下請契約締結後、受注者が下請負に対し

て、下請工事に使用する資材等を指定した

結果、下請負人が予定していた購入価格よ

り高い価格で購入することとなっていな

い

Yes No
該当

なし

５ 不当な使用

材料等の購入

強制

（法第19条の４）

②下請契約締結後、受注者が指定した資材等

を購入させたことにより、下請負人が既に

購入していた資材等を返却せざるを得な

くなり金銭面及び信用面における取引関

係が悪化していない

Yes No
該当

なし

(1) やり直し工事を下請負人に依頼する場合

は、やり直し工事が下請負人の責めに帰す

べき場合（※）を除き、その費用は受注者

が負担している

（※）「下請負人の責めに帰すべき場合」と

は、下請負人の施工が書面に明示され

た内容と異なる場合又は下請負人の

施工に瑕疵がある場合をいう。

ただし、下請負人から施工内容の問

い合わせがあったにもかかわらず、受

注者が理由なく施工内容を明確にせ

ず、下請負人が作業を継続したため下

請工事が契約内容と異なった場合、受

注者が了承した内容により下請負人

が施工したにもかかわらず下請工事

の内容が契約内容と異なった場合は、

「下請負人の責めに帰すべき場合」と

はいえない。

Yes No
該当

なし

６ やり直し工

事

（法第18条）

（法第19条第2

項）

（法第19条の３）

(2) 下請負人の責めに帰さないやり直し工事

を依頼する場合は、契約変更をしている
Yes No

該当

なし

(1) 受注者が下請工事の施工に伴い副次的に

発生した建設廃棄物の処理費用、下請代金の

振込手数料を下請代金から差し引く（相殺す

る）場合は、下請負人との協議、合意によっ

ている

Yes No
該当

なし

(2) 受注者は、建設廃棄物の発生がない下請工

事の下請負人からは、建設廃棄物処理費用を

差し引いていない

Yes No
該当

なし

(3) 受注者が、各種協力費等を差し引く場合

は、差し引く根拠が明確である
Yes No

該当

なし

７ 赤伝処理

（法第18条）

（法第19条）

（法第19条の３）

（法第20条第3

項）

(4) 受注者が確保した駐車場、宿舎等の代金を

差し引く場合は、実際にかかる費用に比べ過 Yes No 該当

なし



大になっていない

(5) 受注者が、受注者・下請負人の責任及び費

用負担を明確にしないままやり直し工事を

別業者に行わせた場合、その費用を一方的に

下請代金から減額してはいない

Yes No
該当

なし

(1) 下請負人に責のない下請工事の工程の遅

れにより工期を短縮せざるを得なくなった

場合の増加費用を一方的に下請負人に負担

させていない

Yes No
該当

なし

(2) 下請負人に責のない下請工事の工程の遅

れにより工期が不足し完成期日に間に合わ

ないおそれがあり下請負人との協議もなく

受注者が別業者と契約し、または自ら労働者

を手配し、その費用を一方的に下請負人に負

担させていない

Yes No
該当

なし

８ 工期

（法第19条第2

項）

（法第19条の3）

(3) 受注者の都合により下請工事が一次中断

され工期を延長した場合、その期間の受注者

の指示による重機等及び技術者等の待機等

に伴う増加費用を一方的に下請負人に負担

させていない

Yes No
該当

なし

(1) 受注者が出来高部分に対する支払又は工

事完成後の支払を受けた場合は、支払を受け

た日から１ヶ月以内に下請負人に下請代金

の一部又は全部を支払っている

Yes No

(2) 受注者は、前払金が支払われた場合、下請

負人に対し適切に建設工事の着手に必要な

費用を支払っている

Yes No
該当

なし

９ 支払保留

（法第24条の3）

（法第24条の5）

(3) 受注者が特定建設業者、下請負人が資本金

4,000万円未満の一般建設業者の場合には、

受注者は下請負人の工事目的物の引き渡の

申し出の日から50日以内に下請代金を支払

っている

Yes No
該当

なし

(1) 受注者が特定建設業者、下請負人が資本金

4,000万円未満の一般建設業者の場合には、1

20日を超える手形により下請代金を支払っ

ていない

Yes No
該当

なし

10 長期手形等

（法第24条の5第

3項）

(2) 受注者は、下請代金のうち労務費相当分は

現金で支払っている
Yes No

(1) 営業所ごとに帳簿及び添付書類が備え付

けられ、５年間保存されている

（※）平成21年10月１日以降については、発

注者と締結した住宅を新築する建設工事に

係るものにあっては、10年間

Yes No

(2) 帳簿には、建設業法施行規則第26条第１項

に掲げてある営業所の代表者に関する事項、

注文者との請負契約に関する事項、下請負人

との下請契約に関する事項が記載されてい

る

Yes No

11 帳簿の備付

け及び保存

（法第40条の3）

(3) 特定建設業者が注文者となって、資本金4,

000万円未満の一般建設業者と下請契約を締

結したときは、支払った下請代金の額、支払
Yes No 該当

なし



年月日及び支払手段等が記載されている

(4) 帳簿には、県の発注機関との契約書、下請

契約書が添付されている
Yes No

(5) 特定建設業者が元請けとなって、3,000万

（建築一式の場合は4,500万円）以上の下請

契約をした場合は、帳簿に、施工体制台帳の

一部（監理（主任）技術者資格、下請負人の

許可番号、下請負人の建設工事の内容、下請

負人の主任技術者資格）が添付されている

Yes No
該当

なし

(6) 特定建設業者が受注者となって資本金4,0

00万円未満の下請負人と下請契約を締結し

たときは、下請代金の領収書を添付している

Yes No
該当

なし

(1) 健康保険又は国民健康保険に加入してい

る

※ ・法人事業所又は従業員５人以上の個人

事業所の場合→健康保険に加入

・従業員４人以下の個人事業の場合

→国民健康保険に加入

Yes No

(2) 厚生年金保険又は国民年金に加入してい

る

※ ・法人事業所又は従業員５人以上の個人

事業所の場合→厚生年金保険に加入

・従業員４人以下の個人事業の場合

→国民年金に加入

Yes No

(3) 雇用保険に加入している

※ ・従業員を雇用していない個人事業所

・常勤役員のみの法人事業所

上記２項目に該当の場合は「該当なし」

と回答すること

Yes No
該当

なし

(4) 労災保険に加入している

（従業員を１人以上雇用する場合）
Yes No

10 社会保険・

労働保険等

（健康保険法）

（厚生年金保険

法）

（国民健康保険

法）

（国民年金法）

（雇用保険法）

（労働者災害補

償保険法）

(5) 建設業退職金共済組合又は中小企業退職

金共済組合に加入している（退職金制度を確

立している）

Yes No

※法とは、建設業法（昭和24年法律第100号）をさす。



（様式４）

法 令 遵 守 状 況 報 告 書

工事名

企業名（受注者）

所在地

下請負人指導責任者 印

（連絡先） 所属部署 Tel

１ 下請負人に対する指導状況について

一
次
・
二
次
下
請
の
別

下
請
負
人
は
下
請
負
し

た
工
事
を
下
請
負
し
た

か 「
施
工
体
制
チ
ェ
ッ
ク

リ
ス
ト
」
に
よ
っ
て
下

請
負
人
を
指
導
し
た
か

「
建
設
業
法
令
遵
守
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
・
チ
ェ
ッ

ク
リ
ス
ト
」
に
よ
っ
て

下
請
負
人
を
指
導
し
た

か

指導対象の下請企業名

一次 二次 した
し な か

った
した

し な か

った
した

し な か

った

（注）該当する箇所に「○」をつけること。

２ 自社及び下請負人の建設業法違反の有無

法令違反企業名 法令違反の概要

（注）この報告書提出時において法令違反の状況が継続している案件を記載すること。

（この報告書提出時に法令違反が解消した場合は、記載不要）

主任監督員 監督員

印 印


